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令和６年度 宮城県周産期医療協議会 会議録（要旨） 

 

１ 開催日時 令和７年２月４日（火） 午後４時から午後５時１０分まで 

２ 場  所 県庁１１階 第二会議室 

３ 出 席 者 別添名簿のとおり 

４ 会議記録 

 

 

■議事 宮城県第８次宮城県地域医療計画（周産期医療）の進捗管理について 

 

 

【齋藤会長】 

次第３の議事「宮城県第８次宮城県地域医療計画（周産期医療）の進捗管理について」に

ついて、事務局から説明願います。 

 

【事務局】 

（資料１に基づき説明） 

 

【齋藤会長】 

ただ今の説明について、御意見、御質問がありましたらお願いします。 

 

【齋藤会長】 

スライド３の圏域別の出生数の推移について、全圏域で減っていますが、特に仙南と栗原

ではここ１０年で半減しています。分娩施設が少ないことと直接的にリンクしているかは

なかなか難しいですが、ひとつ一因になっている可能性はあるのではないかと個人的には

考えております。 

 また、スライド６の周産期母子医療センター及び病院勤務産婦人科医一人当たりの年間

取扱件数について、全国平均に近づいており、周産期医療に従事する産婦人科医の確保とい

う意味では非常に重要なポイントであると思います。一方で、仙台周産期医療圏と仙台周産

期医療圏以外を比較すると、仙台周産期医療圏は、産婦人科医の確保が進み取扱件数が減っ

てきておりますが、仙台周産期医療圏以外は、年によりばらつきがあり、減っていないのが

現状です。先ほど申し上げた圏域別の出生数の推移と包括的に考えると、仙南や栗原をはじ

め、仙台周産期医療圏以外で周産期医療に従事する産婦人科医の確保が進んでいないとい

う結果がでているものと思います。 
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【齋藤会長】 

 スライド８～１０の県の取組みについて、各都道府県の周産期医療関係者の話を伺う中

で、個人的には、宮城県は他県と比べて充実していると感じています。医療政策課として、

他県との比較はされていますか。 

 

【事務局】 

 他県との比較はしておりません。以前、齋藤先生から当県は他県と比較し進んでいるとの

お話を頂戴し、少し安心していたところではありますが、地域ごとの産婦人科医の数と少子

化との関連については、分析ができていないのが現状です。 

 

【齋藤会長】 

全国の国公立大学の周産母子センター会議などに出席すると、自治体とのリンクがない

国公立大学が多くて衝撃を受けるのですが、宮城県は他県と比較し、県と大学病院とのリン

クが強いと認識しています。県の合計特殊出生率が非常に低い状況ではありますが、県の 

取組を県民の皆様にも知っていただきたいと思っております。 

 

【大平委員】 

 第８次地域医療計画に院内助産や助産師外来等を含めた助産師の活用について明記して

いただきありがとうございました。東北大学病院では、令和６年８月から院内助産を開始す

ることができました。仙台周産期医療圏以外では、医師一人あたりの分娩取扱件数が多いと

いう結果が出ていますので、院内助産を活用していくことで、先生方の負担軽減に繋がるの

ではないかと考えています。県内分娩取扱施設の師長さんに、院内助産を進めるようにと 

説明はしておりますが、なかなか進んでおりませんので、この辺についても少し動きがあれ

ばよいと感じています。また、他県の地域医療計画には、アドバンス助産師の活用について 

明記されているところもあり、青森県の計画には、アドバンス助産師の数や他県との比較が

載っています。 

昨年度の協議会で発言しました産科区域の特定に関して、事務局から産科病棟が混合病

棟になっている施設を調査しますとの回答があったかと思います。全国の周産期母子医療

センターの約半分が混合病棟であり、県内のとある病院では、男性も産科がある病棟に入院

している状況です。また、分娩中に他科の患者様のケアに呼ばれて、分娩介助を中断せざる

を得ないことも発生していると聞いています。産科の混合病棟は、かなり劣悪な環境になっ

ていますので、ぜひ実態を調査していただきたいと思います。 

 

【渡邊委員】 

スライド５の新生児死亡率についてです。１．２という数字が高く感じてしまって、目標

値の０．６を上回っている現状をどう考えるかについてですが、令和５年は、妊娠２２週で
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産まれた方が含まれており、そこの数が数件あるだけで、率に大きく影響するものと認識し

ています。 

 

【齋藤会長】 

 全体の数が少ないため、１件増減するだけで大きく数値が変わってきてしまいますので、

この辺は致し方がないと考えています。 

 

 

■報告事項 （１）令和６年度宮城県周産期医療機能調査の結果について  

 

 

【事務局】 

（資料２－１、資料２－２に基づき説明） 

 

【齋藤会長】 

本調査は９０％近い回収率になっていますので、悉皆性に関しては、大きな意義をもつデ

ータであると言えます。先生方も周産期に関する５年間、１０年間のデータを調べる際に、

国勢調査の結果を調べた御経験があるかと思いますが、宮城県の周産期に関するデータは、

当調査から簡単に確認できますので、他の都道府県で御講演などされる場合に御活用いた

だければと思います。 

また、日本の早産率は約５．５％から６％で推移しておりますので、宮城県も平均的な 

数字であり、平均的な医療供給ができているものと考えます。 

 

【谷川原委員】 

 事務局から超低出生体重児が減ってきているとの報告がありましたが、現在の宮城県に

おける周産期母子医療センターのＮＩＣＵやＧＣＵの病床数は適正な数なのでしょうか。 

 

【渡邊委員】 

適正な数をどう考えるかになりますが、平成２７年に国から示された出生１万人当たり

の確保病床数からすると、病床数としては充分に確保されております。ただし、当直可能な

新生児科医は、足りていないのが現状です。 

 

【齋藤会長】 

出生数に対するＮＩＣＵ病床数の議論は、昨年度の協議会でも埴田委員から御発言があ

ったと記憶しておりますが、国の指針は、あくまで机上の計算で出された数字でして、実情

を少し反映していない可能性が高いという状況でございます。県の調査結果にもありまし
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たが、ハイリスク妊婦が増えている中で、どうしても小さい赤ちゃん、手のかかる赤ちゃん

が生まれると長期入院になります。このことも踏まえた上で、適正な病床数について、見直

すタイミングに来ていると思います。 

 

 

■報告事項 （２）令和６年度宮城県災害時小児周産期リエゾン(産科領域)初動確認訓練

（３）宮城県災害時小児周産期リエゾン（小児領域）運用体制の見直し 

 

 

【事務局】 

（資料３、資料４に基づき説明） 

 

【齋藤会長】 

 昨年の能登半島地震でも大きな混乱が起きまして、日本産科婦人科学会を通して、東北大

学産婦人科に人材派遣の打診がありました。具体的には、現場で分娩介助や外来対応をする

人ではなく、リエゾンになっている人で、コントロールする人がほしいというリクエストで

した。おそらく現場は、金沢大学、金沢医科大学の先生方が回していて、その情報の収集と

統括が追いついていない状況だったようです。 

後日、日本産科婦人科学会でウェブミーティングが行われ、非常に活発な議論が交わされ

ましたが、その中で日本産科婦人科学会が立ち上げているＰＥＡＣＥが機能しなかったと

いう反省点がありました。反省点を踏まえ、スマホ等からも入力できるような形にアップデ

ートされましたが、そういった背景も踏まえると、先ほど事務局から説明があったように、

平時のコーディネートシステムを応用する形がよいと考えています。災害時に特化した形

を作るよりは、東北大学病院と県が協力して、情報の収集や物資の配給を調整する体制が、

スムーズな災害対応に繋がるのではないかと考えています。平時のコーディネートシステ

ムにプラスアルファで重ねていくのがよいかと思います。 

 

 

■報告事項 （４）仙台赤十字病院・宮城県立がんセンター統合新病院の基本構想 

 

 

【事務局】 

（資料５に基づき説明） 
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【齋藤会長】 

新病院の基本構想に関して、仙台赤十字病院の鈴木委員から一言頂戴できればと思い 

ます。いかがでしょうか。 

 

【鈴木委員】 

新病院基本構想について、追加でコメントさせていただきます。病床規模について、材料

建築費の高騰などによって、不明瞭ではありますが、現時点では４００床程度で考えており

ます。ＭＦＩＣＵは６床、ＮＩＣＵは出生率の低下を鑑み、現在の１２床から９床に縮小す

ることを考えております。また、ＧＣＵはＮＩＣＵの２倍とされておりますので、１８床の

想定になります。ＩＣＵ・ＨＣＵは８床を想定しております。 

仙台赤十字病院と宮城県立がんセンターの統合によるメリットとして、診療科が３５科

になりますので、集学的医療が可能になると思います。また、統合によって麻酔科医など 

医師数が増える見込みですので、手術室の増設なども可能になると思われます。また、交通

インフラの改善により、仙南に限らず県北など広範囲からの母体搬送の受入れが可能にな

ると思われます。その他、手術室までの動線も改善されますので、スマートな対応が可能に

なるものと考えております。 

 

【谷川原委員】 

 鈴木委員から、分娩件数の減少に伴い、ＮＩＣＵ及びＧＣＵを減床するという説明がござ

いました。おそらく５年後の日本の分娩件数は、約６０万件まで減ると思われますし、宮城

県も同様に減ると思います。しかし、ＮＩＣＵに関しては、本当にこの数で回るのか、もう

少し慎重に議論した上で、適正なＮＩＣＵが確保できるような方向性を考えていただきた

いと思います。 

 

【鈴木委員】 

谷川原委員のおっしゃる通り、今後、宮城県の分娩件数は１万件を切るのではないかと思

われます。このことも踏まえまして、細かく検討していく必要があると思います。 

 

 

■ その他 

 

 

【齋藤会長】 

「５ その他」として、皆様から何かありますでしょうか。 
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【大槻委員】 

子育て社会推進課と妊産婦メンタルヘルス連絡会議を行っておりますが、その中で話題

に出ているのが、子ども家庭庁の妊産婦メンタルヘルスに関するネットワーク構築事業に

ついてです。この事業は、宮城県でも拠点病院を作って、メンタルヘルスに関するネットワ

ークを構築する事業で、どちらかというと精神科が中心となって行う事業ではありますが、

どのように進めたらよいのか難しい状況になっております。地域医療計画の中に、妊産婦の

メンタルヘルス等への対応が入っておりますので、是非、周産期医療協議会でもメンヘルス

に関するネットワーク構築事業について検討していただければと思っております。 

 

【事務局】 

 担当の子育て社会推進課と協議させていただきたいと思います。 

【齋藤会長】 

 妊産婦のメンタルヘルスに関して、特に東北大学病院や仙台医療センターで精神科疾患

を合併されている妊婦を受けているかと思いますが、実は東北医科薬科大学病院の精神科

もかなり充実しておりまして、東北医科薬科大学病院にも精神科疾患の合併症をお持ちの

妊婦さんがおります。大槻委員が御発言されたような妊産婦のメンタルヘルスに関する議

論を本協議会で行うということであれば、是非、東北医科薬科大学の先生を入れていただけ

ると、より県全体の議論ができるかと考えております。御検討いただければと思います。 

 

【事務局】 

 令和６年度補正予算の産科・小児科医療確保事業について、資料に基づき情報提供 

 

【埴田委員】 

齋藤会長から新生児科医が少し足りていないという発言もありましたが、働き方改革を

遂行していくにあたり、新生児科医を養成していくことが施設の維持に対して肝になって

きていると思います。私もこの業界で２０年間やっておりますが、年齢を重ね昔と同じよう

な業務はできなくなってきておりますので、若い先生方の養成がとても大事になっていま

す。県から新生児科医の養成のために東北大学に設置している新生児医療研修センターの

運営費を支援していただいておりますが、このような支援を引き続きご理解いただいて 

進めていただけると非常にありがたいと思っております。 

 

【齋藤会長】 

切実な問題であると思います。おそらく経営側はＮＩＣＵの先生方の超過勤務と働き方

改革を照らし合わせて、超過勤務を抑えなければいけないのですが、現状は、働かざるを得

ない状況です。なかなか難しいところだとは思いますが、例えば、働き方改革の基準を超過
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した分を県が補助するような形になれば、経営側としては、県の補助があるなら仕方がない

なとなる可能性もあるかと思いました。 

出生数は減少していますが、おそらく新生児科医は維持していく必要があると思います。

今後５年１０年、新生児科医の確保が非常に重要なポイントになると思いますので、埴田 

委員がおっしゃったように、現場だけではなく、県としても実効性のあるシステムを考えて

いただけるとありがたいです。 

 

【齋藤会長】 

他になければ以上で本日の進行を終了します。活発に議論いただきまして、ありがとう

ございました。 

 


